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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第105期

第３四半期連結
累計期間

第106期
第３四半期連結

累計期間
第105期

会計期間
自 2021年４月１日
至 2021年12月31日

自 2022年４月１日
至 2022年12月31日

自 2021年４月１日
至 2022年３月31日

売上高 (百万円) 626,052 706,522 909,708

経常利益 (百万円) 60,976 55,050 81,871

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
(百万円) 41,826 36,945 54,490

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 43,976 52,626 57,958

純資産額 (百万円) 403,686 446,928 417,667

総資産額 (百万円) 1,002,425 1,100,096 1,081,907

１株当たり四半期（当期）

純利益金額
(円) 152.20 134.44 198.32

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
(円) － － －

自己資本比率 (％) 40.3 40.6 38.6

回次
第105期

第３四半期連結
会計期間

第106期
第３四半期連結

会計期間

会計期間
自 2021年10月１日
至 2021年12月31日

自 2022年10月１日
至 2022年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 49.30 44.44

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

３ 当社は「株式給付信託（ＢＢＴ）」及び「株式給付型ＥＳＯＰ」制度を導入しております。１株当たり四半

期（当期）純利益金額の基礎となる期中平均株式数は、その計算において控除する自己株式に当該信託が保

有する当社株式を含めております。

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

　

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間における業績は、当社における建築受注用地の取扱量増加等により売上高は7,065億

円(前年同期比12.9％増)、完成工事総利益率の低下に伴う工事利益の減少及び一般管理費の増加等により営業利

益は566億円(同7.9％減)、経常利益は551億円(同9.7％減)、親会社株主に帰属する四半期純利益は369億円(同

11.7％減)の増収減益となりました。

セグメントの経営成績は、次のとおりであります。

(単位：億円)

建設関連事業 不動産関連事業 サービス関連事業 海外関連事業

売上高 5,297 (+765) 622 (-31) 1,618 (+163) 0 (+0)

営業利益 485 (-14) 88 (-8) 82 (+18) △26 (-13)

( )内は前年同期比増減額
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① 建設関連事業

建築工事では、当社の土地情報収集力や商品企画力、施工品質や工期遵守に対する姿勢、効率的な生産体制等

について事業主から評価を頂いている一方、受注時採算の悪化及び資材労務費の上昇等により、当期の完成工事

総利益率は低下いたしました。

当社における分譲マンション新築工事の受注は、首都圏で200戸以上の大規模物件11件を含む37件、近畿圏・東

海圏で200戸以上の大規模物件３件を含む８件、合計で45件となりました。また、分譲マンション以外の工事とし

て、賃貸住宅等11件を受注いたしました。

当社の完成工事につきましては、賃貸住宅等６件を含む計48件を竣工いたしました。

当セグメントにおいては、当社における建築受注用地の取扱量増加等により売上高は5,297億円(前年同期比

16.9％増)、完成工事総利益率の低下に伴う工事利益の減少及び一般管理費の増加等により営業利益は485億円(同

2.9％減)の増収減益となりました。

② 不動産関連事業

連結子会社において分譲マンションの新規引渡しが減少したことにより、当セグメントにおいては、売上高は

622億円(前年同期比4.8％減)、営業利益は88億円(同8.5％減)の減収減益となりました。

③ サービス関連事業

新築マンションの販売受託における引渡戸数が減少した一方、大規模修繕工事・インテリアリフォームにおけ

る修繕工事の施工量、不動産流通仲介事業におけるリノベーション事業の販売戸数、分譲マンション管理におけ

るマンション専有部及びマンション共有部の工事施工量等は増加いたしました。

当セグメントにおいては、売上高は1,618億円(前年同期比11.2％増)、営業利益は82億円(同27.9％増)の増収増

益となりました。

④ 海外関連事業

ハワイ州オアフ島において、新規の戸建分譲事業及び商業施設の開発を進めております。当セグメントにおい

ては、売上高は０億円(前年同期は売上高０億円)、営業損失は26億円(前年同期は営業損失13億円)となりまし

た。
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当第３四半期連結会計期間末における連結総資産は、前連結会計年度末に比べ182億円増加し、11,001億円とな

りました。これは主にマンション分譲事業等への資金投下に伴い不動産事業支出金が増加したこと等によるもの

であります。

連結総負債は、前連結会計年度末に比べ111億円減少し、6,532億円となりました。これは主に未払法人税等が

減少したこと等によるものであります。

連結純資産は、前連結会計年度末に比べ293億円増加し、4,469億円となりました。これは主に親会社株主に帰

属する四半期純利益を計上したこと等によるものであります。

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの対処すべき課題について重要な変更はありません。

(3) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における研究開発費は、2,445百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動について重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 420,000,000

計 420,000,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2022年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2023年２月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 300,794,397 300,794,397
東京証券取引所

プライム市場

完全議決権株式であり、権

利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式

単元株式数は100株

計 300,794,397 300,794,397 ― ―

（２）【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減額
(百万円)

資本金
残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2022年10月１日～
2022年12月31日

― 300,794,397 ― 57,500 ― 7,500

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2022年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

① 【発行済株式】

2022年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 23,183,400 ―
権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式 277,197,300 2,771,973 同上(注)１,２,４,６

単元未満株式 普通株式 413,697 ―
一単元（100株）未満の株式
(注)１,３,５

発行済株式総数 300,794,397 ― ―

総株主の議決権 ― 2,771,973 ―

(注) １ 「完全議決権株式（その他）」及び「単元未満株式」には、㈱証券保管振替機構名義の株式1,500株（議決

権の数15個）及び20株が含まれております。

２ 「完全議決権株式（その他）」には、株主名簿上は各社名義となっているが実質的に所有していない相互保

有株式が下記のとおり含まれております。

㈱長谷工コミュニティ 200株 (議決権の数２個) ㈱長谷工ライブネット 100株 (議決権の数１個)

３ 「単元未満株式」には、株主名簿上は各社名義となっているが実質的に所有していない相互保有株式が下記

のとおり含まれております。

㈱長谷工コミュニティ 80株 ㈱長谷工ライブネット 20株

４ 「完全議決権株式（その他）」には、株主名簿上は当社名義となっているが実質的に所有していない株式

200株（議決権の数２個）が含まれております。

５ 「単元未満株式」には、株主名簿上は当社名義となっているが実質的に所有していない株式80株及び当社所

有の自己株式11株が含まれております。

６ 「完全議決権株式（その他）」には、「株式給付信託（ＢＢＴ）」の信託財産として所有する当社株式

448,700株（議決権の数4,487個）及び「株式給付型ＥＳＯＰ」の信託財産として所有する当社株式

2,348,800株（議決権の数23,488個）が含まれております。なお、「株式給付信託（ＢＢＴ）」の議決権の

数4,487個は、議決権不行使となっております。

② 【自己株式等】

2022年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
（株)

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合(％)

㈱長谷工コーポレーション 東京都港区芝２丁目32－１ 23,183,400 ― 23,183,400 7.70

計 ― 23,183,400 ― 23,183,400 7.70

（注） 「株式給付信託（ＢＢＴ）」及び「株式給付型ＥＳＯＰ」の信託財産として所有する当社株式2,797,500株は

上記自己株式に含まれておりません。

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１. 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府

令第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載しております。

２. 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2022年10月１日から2022

年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2022年４月１日から2022年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表

について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１） 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 266,891 191,264

受取手形・完成工事未収入金等 147,945 ※２ 139,847

有価証券 576 724

未成工事支出金等 11,379 14,872

販売用不動産 165,818 164,786

不動産事業支出金 176,887 221,621

開発用不動産等 26,027 33,125

その他 14,642 24,048

貸倒引当金 △84 △88

流動資産合計 810,079 790,198

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 83,854 84,713

機械、運搬具及び工具器具備品 10,239 10,645

土地 96,325 105,684

リース資産 1,203 1,244

建設仮勘定 13,956 25,680

減価償却累計額 △31,396 △33,382

有形固定資産合計 174,182 194,582

無形固定資産

借地権 1,895 1,894

のれん 2,387 2,235

その他 5,810 5,837

無形固定資産合計 10,092 9,966

投資その他の資産

投資有価証券 43,125 60,357

長期貸付金 2,333 3,542

退職給付に係る資産 20,416 21,639

繰延税金資産 8,918 7,083

その他 13,548 13,527

貸倒引当金 △787 △799

投資その他の資産合計 87,554 105,349

固定資産合計 271,828 309,898

資産合計 1,081,907 1,100,096
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 86,480 ※２ 80,926

電子記録債務 55,562 ※２ 59,602

1年内返済予定の長期借入金 31,841 31,205

1年内償還予定の社債 - 20,000

未払法人税等 16,495 5,857

未成工事受入金 25,472 26,247

不動産事業受入金 38,095 30,689

完成工事補償引当金 5,487 4,158

工事損失引当金 384 309

賞与引当金 5,322 2,358

役員賞与引当金 157 -

その他 85,249 47,097

流動負債合計 350,543 308,449

固定負債

社債 90,000 70,000

長期借入金 190,000 240,000

訴訟損失引当金 2,484 3,092

株式給付引当金 3,446 3,766

役員株式給付引当金 421 454

退職給付に係る負債 1,446 1,599

繰延税金負債 18 18

その他 25,883 25,790

固定負債合計 313,697 344,719

負債合計 664,240 653,168

純資産の部

株主資本

資本金 57,500 57,500

資本剰余金 7,373 7,373

利益剰余金 392,149 405,497

自己株式 △34,333 △34,101

株主資本合計 422,689 436,269

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 2,358 1,326

為替換算調整勘定 △2,180 13,915

退職給付に係る調整累計額 △5,205 △4,587

その他の包括利益累計額合計 △5,027 10,655

非支配株主持分 5 4

純資産合計 417,667 446,928

負債純資産合計 1,081,907 1,100,096
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（２） 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

売上高

完成工事高 350,324 359,067

設計監理売上高 5,164 5,706

賃貸管理収入 61,663 62,797

不動産売上高 195,688 265,494

その他の事業収入 13,212 13,459

売上高合計 626,052 706,522

売上原価

完成工事原価 288,541 298,328

設計監理売上原価 2,696 2,523

賃貸管理費用 47,721 48,862

不動産売上原価 166,654 236,971

その他の事業費用 11,028 11,142

売上原価合計 516,640 597,826

売上総利益

完成工事総利益 61,783 60,739

設計監理売上総利益 2,468 3,183

賃貸管理総利益 13,942 13,935

不動産売上総利益 29,034 28,523

その他の事業総利益 2,184 2,316

売上総利益合計 109,412 108,696

販売費及び一般管理費 47,947 52,110

営業利益 61,465 56,586

営業外収益

受取利息 63 61

受取配当金 1,142 358

その他 924 1,045

営業外収益合計 2,129 1,464

営業外費用

支払利息 1,243 1,310

持分法による投資損失 1 1

ローン付帯費用 1,332 1,354

その他 41 334

営業外費用合計 2,617 3,000

経常利益 60,976 55,050
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(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

特別利益

固定資産売却益 3 11

投資有価証券売却益 218 -

補助金収入 - 45

その他 3 -

特別利益合計 224 55

特別損失

固定資産処分損 35 95

減損損失 - 154

その他 3 41

特別損失合計 38 289

税金等調整前四半期純利益 61,162 54,816

法人税、住民税及び事業税 15,034 16,358

法人税等調整額 4,302 1,513

法人税等合計 19,337 17,871

四半期純利益 41,825 36,945

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △0 △0

親会社株主に帰属する四半期純利益 41,826 36,945
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

四半期純利益 41,825 36,945

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △1,854 △1,031

為替換算調整勘定 3,417 16,095

退職給付に係る調整額 587 618

その他の包括利益合計 2,151 15,682

四半期包括利益 43,976 52,626

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 43,976 52,627

非支配株主に係る四半期包括利益 △0 △0
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【注記事項】

(会計方針の変更)

（時価の算定に関する会計基準等）

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価算定

会計基準適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２項

に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用する

こととしております。なお、四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

(追加情報)

（グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱いの適用）

当社及び一部の国内連結子会社は、第１四半期連結会計期間から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行し

ております。これに伴い、法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グループ通

算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日。以下「実務

対応報告第42号」という。）に従っております。また、実務対応報告第42号第32項(１)に基づき、実務対応報告第

42号の適用に伴う会計方針の変更による影響はないものとみなしております。
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(四半期連結貸借対照表関係)

１ 偶発債務(保証債務等)

保証債務 下記のとおり債務保証を行っております。

(銀行等借入債務)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

提携住宅ローン利用顧客 1,728件 61,773百万円 提携住宅ローン利用顧客 958件 33,808百万円

不動産等購入ローン利用顧客 ２件 32 不動産等購入ローン利用顧客 ２件 27

有料老人ホーム土地建物所有者 １件 280 有料老人ホーム土地建物所有者 １件 262

計 62,084 34,098

※２ 四半期連結会計期間末日満期手形等

四半期連結会計期間末日満期手形等の会計処理については、手形交換日等をもって決済処理しております。なお、

当第３四半期連結会計期間の末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形等が、当

四半期連結会計期間末残高に含まれております。

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

電子記録債権

―――――

1百万円

支払手形 57

電子記録債務 2,598

３ 当社は、運転資金の安定的かつ機動的な調達を行うため、取引金融機関５行の協調融資方式によるコミットメン

トライン契約を締結しております。

この契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

コミットメントライン
契約の総額

63,000百万円 63,000百万円

借入実行残高 － －

差引額 63,000 63,000

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

減価償却費 4,332百万円 4,509百万円

のれんの償却額 152 152
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(株主資本等関係)

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 2021年４月１日　至 2021年12月31日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月29日
定時株主総会（注１）

普通株式 9,786 35.00 2021年３月31日 2021年６月30日 利益剰余金

2021年11月11日
取締役会（注２）

普通株式 9,717 35.00 2021年９月30日 2021年12月６日 利益剰余金

（注１）配当金の総額には、「株式給付信託（ＢＢＴ）」及び「株式給付型ＥＳＯＰ」の信託財産として所有する当社

株式に対する配当金107百万円が含まれております。

（注２）配当金の総額には、「株式給付信託（ＢＢＴ）」及び「株式給付型ＥＳＯＰ」の信託財産として所有する当社

株式に対する配当金104百万円が含まれております。

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 2022年４月１日　至 2022年12月31日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月29日
定時株主総会（注１）

普通株式 12,493 45.00 2022年３月31日 2022年６月30日 利益剰余金

2022年11月10日
取締役会（注２）

普通株式 11,104 40.00 2022年９月30日 2022年12月６日 利益剰余金

（注１）配当金の総額には、「株式給付信託（ＢＢＴ）」及び「株式給付型ＥＳＯＰ」の信託財産として所有する当社

株式に対する配当金133百万円が含まれております。

（注２）配当金の総額には、「株式給付信託（ＢＢＴ）」及び「株式給付型ＥＳＯＰ」の信託財産として所有する当社

株式に対する配当金112百万円が含まれております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント

合計
調整額
(注)１

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)２
建設

関連事業

不動産

関連事業

サービス

関連事業

海外

関連事業

売上高

外部顧客への売上高 422,263 64,691 139,090 9 626,052 － 626,052

セグメント間の
内部売上高又は振替高

30,919 680 6,480 － 38,078 △38,078 －

計 453,181 65,370 145,570 9 664,130 △38,078 626,052

セグメント利益又は

セグメント損失（△）
49,925 9,662 6,386 △1,315 64,658 △3,193 61,465

(注) １ セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額△3,193百万円には、セグメント間取引消去△15百

万円及び各報告セグメントに配分していない全社費用△3,179百万円が含まれております。全社費用は、

主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２ セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っておりま

す。

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント

合計
調整額
(注)１

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)２
建設

関連事業

不動産

関連事業

サービス

関連事業

海外

関連事業

売上高

外部顧客への売上高 490,226 61,888 154,380 28 706,522 － 706,522

セグメント間の
内部売上高又は振替高

39,429 349 7,443 － 47,221 △47,221 －

計 529,655 62,237 161,823 28 753,743 △47,221 706,522

セグメント利益又は

セグメント損失（△）
48,481 8,838 8,165 △2,589 62,895 △6,309 56,586

(注) １ セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額△6,309百万円には、セグメント間取引消去△2,500

百万円及び各報告セグメントに配分していない全社費用△3,809百万円が含まれております。全社費用

は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２ セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っておりま

す。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前第３四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

（単位：百万円）

報告セグメント

合計
建設

関連事業

不動産

関連事業

サービス

関連事業

海外

関連事業

建設工事等 311,067 － － － 311,067

設計監理 5,164 － － － 5,164

不動産販売、分譲等 105,925 58,788 － － 164,712

大規模修繕・内装工事等 － － 39,248 － 39,248

マンション建物管理、
マンション賃貸管理等

－ － 46,174 － 46,174

分譲マンション販売受託、
流通仲介・リノベーション等

－ － 30,976 － 30,976

その他 11 － 2,362 9 2,381

顧客との契約から生じる収益 422,167 58,788 118,761 9 599,724

その他の収益 96 5,903 20,329 － 26,328

外部顧客への売上高 422,263 64,691 139,090 9 626,052

当第３四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年12月31日)

（単位：百万円）

報告セグメント

合計
建設

関連事業

不動産

関連事業

サービス

関連事業

海外

関連事業

建設工事等 313,759 － － － 313,759

設計監理 5,706 － － － 5,706

不動産販売、分譲等 170,654 46,798 － － 217,452

大規模修繕・内装工事等 － － 45,280 － 45,280

マンション建物管理、
マンション賃貸管理等

－ － 47,844 － 47,844

分譲マンション販売受託、
流通仲介・リノベーション等

－ － 38,591 － 38,591

その他 11 － 2,593 28 2,632

顧客との契約から生じる収益 490,130 46,798 134,308 28 671,263

その他の収益 96 15,091 20,072 － 35,259

外部顧客への売上高 490,226 61,888 154,380 28 706,522
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 152円20銭 134円44銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（百万円） 41,826 36,945

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(百万円)

41,826 36,945

普通株式の期中平均株式数(千株) 274,803 274,799

(注)１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．記載株式数は、千株未満を切り捨てて表示しております。

３．「株式給付信託（ＢＢＴ）」及び「株式給付型ＥＳＯＰ」の信託財産として所有する当社株式を、１株当た

り四半期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。当該自己

株式の期中平均株式数は前第３四半期連結累計期間25,990千株、当第３四半期連結累計期間25,995千株であり、

このうち「株式給付信託（ＢＢＴ）」及び「株式給付型ＥＳＯＰ」の信託財産として所有する当社株式の期中

平均株式数は前第３四半期連結累計期間2,975千株、当第３四半期連結累計期間2,812千株であります。
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(重要な後発事象)

（株式給付信託（ＢＢＴ）及び株式給付型ＥＳＯＰへの追加拠出）

　 当社は、2023年２月９日開催の取締役会において、「株式給付信託（ＢＢＴ（＝Ｂｏａｒｄ Ｂｅｎｅｆｉｔ

Ｔｒｕｓｔ））」（以下「ＢＢＴ制度」といい、ＢＢＴ制度に関してみずほ信託銀行株式会社と締結した信託契約

に基づいて設定されている信託を「ＢＢＴ信託」といいます。）及び「株式給付型ＥＳＯＰ」（以下「ＥＳＯＰ制

度」といい、ＥＳＯＰ制度に関して株式会社りそな銀行と締結した信託契約に基づいて設定されている信託を「Ｅ

ＳＯＰ信託」といいます。）に対して、金銭を追加拠出することにつき決議いたしました。

なお、ＢＢＴ制度及びＥＳＯＰ制度の概要につきましては、2017年３月16日付「業績連動型株式報酬制度の導入

に関するお知らせ」及び2017年５月12日付「業績連動型株式報酬制度の導入（詳細決定）に関するお知らせ」をご

参照ください。

１．追加拠出の理由

当社は、ＢＢＴ制度及びＥＳＯＰ制度の継続にあたり、将来の給付に必要と見込まれる当社株式をＢＢＴ信託

及びＥＳＯＰ信託が取得するための資金として、ＢＢＴ信託及びＥＳＯＰ信託に金銭を追加拠出（以下「追加信

託」といいます。）することといたしました。

２．ＢＢＴ信託に対する追加信託の概要

（１）追加信託日 ：2023年２月24日（予定）

　 （２）追加信託金額 ：429百万円（注）

（３）取得する株式の種類 ：当社普通株式

（４）取得株式数の上限 ：727,500株

（５）株式の取得期間 ：2023年２月24日から2023年３月３日まで（予定）

（６）株式の取得方法 ：取引市場より取得

（注）ＢＢＴ信託は、追加信託金額（429百万円）及び信託財産に属する金銭（107百万円）の総額を原資と

して当社株式の追加取得を行います。

　 ３．ＥＳＯＰ信託に対する追加信託の概要

（１）追加信託日 ：2023年２月10日（予定）

（２）追加信託金額 ：2,387百万円（注）

（３）取得する株式の種類 ：当社普通株式

（４）取得株式数の上限 ：3,732,900株

（５）株式の取得期間 ：2023年２月10日から2023年３月10日まで（予定）

（６）株式の取得方法 ：取引市場より取得

（注）ＥＳＯＰ信託は、追加信託金額（2,387百万円）及び信託財産に属する金銭（606百万円）の総額を原

資として当社株式の追加取得を行います。
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２【その他】

第106期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）中間配当について、2022年11月10日開催の取締役会において、

2022年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

① 中間配当金の総額 11,104百万円

② １株当たりの額 40円00銭

③ 支払請求の効力発生日及び支払開始日 2022年12月６日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　



独立監査人の四半期レビュー報告書

2023年２月９日

株式会社長谷工コーポレーション

取締役会 御中

　

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 鈴 木 裕 司

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 齋 藤 祐 暢

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 吉 田 靖 史

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社長谷工

コーポレーションの2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2022年10月１

日から2022年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について

四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社長谷工コーポレーション及び連結子会社の2022年12月31

日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる

事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

　



四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュ

ー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施

される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上
　

(注) １ 上記の四半期レビュー報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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